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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

 当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策、日銀による金融緩和策の継続効果により、大企業を中

心として企業業績、雇用環境は改善し、株価の上昇が顕著になりました。一方では、円安の進行は物価の上昇をま

ねき、実質所得を低下させたことも相俟って、消費税率引き上げ後の個人消費の回復は、地方都市においては、未

だ遅れております。また輸出関連型企業と内需中心型企業の景況感格差は拡大しており、先行きには不透明な状況

が続いております。

 学習塾等の業界においては、少子社会の進行により、大規模な教室閉鎖を行う上場企業や、小さな学習塾が閉校

するということも起きるようになりました。

 このような状況下において当社は、教室授業時における基本動作の徹底と教務指導力を強化し、授業環境の最適

化を図り、期待以上の成績向上を実現することで、生徒、保護者の満足度アップに注力いたしました。

 また、教室展開としては、教室のロケーション及び投資効率の改善を図るため、玉江校（鹿児島県鹿児島市）と

西新校（福岡県福岡市早良区）の２校を移転し、今後も安定的な需要が見込まれるフレスポ国分校（鹿児島県霧島

市）を開校いたしました。

 生徒構成においては、通常料金に比べ廉価な小学生を対象とする「キッズくらぶ」と高等部並びに個別指導部の

生徒数が前年実績を上回りましたが、中核をなす中学部の生徒数は前年実績を回復するまでには至りませんでし

た。

 売上高においては、「反転授業」および「昴模試」解説等の動画サイトや、入退室管理システム等の新たなサー

ビスを開始したことにより増加しました。

 経費面においては、教室人員配置の適正化並びに地代家賃をはじめとした全社的な運営の効率化を推し進めた結

果、売上原価は60百万円（△2.2％）削減されました。

 この結果、当事業年度の売上高は3,584百万円（前年同期比0.1％増）、営業利益274百万円（前年同期比30.0％

増）、経常利益298百万円（前年同期比32.3％増）、当期純利益167百万円（前年同期比1,779.4％増）となりまし

た。

 

（次期の見通し）

 当社は、今年、創業して５０周年を迎えます。当社としては、次の５０年後、つまり１００年後にも必要とされ

る会社であることを念じ、人財づくりに専念することで、更なる発展をしていく覚悟です。

 学習塾業界 特に九州における問題点は、少子高齢化に尽きると考えます。その１番目は、対象生徒数の減少。

２番目は、それを原因とする学力の低下。３番目は、新規採用人員の質、量の低下です。

 鹿児島県を例にとると、県内の公立高校の約７割が定員割れを起こしています。これが、生徒の勉強意欲を削ぐ

結果となっています。このように昴が展開している九州４県の全てが、国が行う小６と中３の全国学力テストの結

果で、平均正答率を下回っている状況です。

 これらは、単に当社の経営に影響を与えるだけでなく、資源のない日本において世界はもとより、アジアにおい

ても人的枯渇を与える重大事だと考えております。このため、広く目を世界に向けた子どもたちを育てることが急

務であり、小学生からの育成に力を入れる必要があると考え、私ども昴が「昴ベーシック」に掲げているように、

「学力と人間力」の両方を追求し、世界に通用する一流の人間を育てることで、社会に貢献したいと考えておりま

す。

 通期の業績予想といたしましては、売上高3,639百万円（当期比1.5％増）、営業利益278百万円（当期比1.3％

増）、経常利益304百万円（当期比2.1％増）、当期純利益158百万円（当期比5.6％減）を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

① 資産・負債・純資産の状況 

 当事業年度末の資産合計は、期首に比べて18百万円増加して、7,276百万円となりました。流動資産は期首に比

べ54百万円増加して438百万円、固定資産は期首に比べ36百万円減少して6,838百万円となりました。

 流動資産増加の主な要因は、現金及び預金が増加したことによるものであります。

 固定資産減少の主な要因は、有形固定資産の減価償却によるものであります。

 当事業年度末の負債合計は、期首に比べ25百万円増加して、3,974百万円となりました。流動負債は期首に比べ

393百万円増加して2,031百万円、固定負債は期首に比べ368百万円減少して1,942百万円となりました。

 流動負債増加の主な要因は、短期借入金の増加によるものであります。

 固定負債減少の主な要因は、長期借入金の減少によるものであります。

 当事業年度末の純資産合計は、期首に比べ6百万円減少して、3,301百万円となりました。

 その主な要因は、当期純利益より株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)導入による自己株式の取得と剰余金の配当が大き

かったことによるものであります。

 

② キャッシュ・フローの状況

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末残高に比べ、58百万円増加

しました。この結果、資金の当事業年度末残高は242百万円となりました。

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において営業活動の結果得られた資金は455百万円（前年同期比110.2％増）となりました。これは主

に税引前当期純利益の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は121百万円(前年同期比38.2％減)となりました。これは主に

投資有価証券の取得による支出の減少等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は278百万円(前年同期比6,860.1％増)となりました。これは主

に短期借入金の純増額と長期借入れによる収入を長期借入金の返済による支出が上回ったことと、自己株式の取得

による支出が増加したこと等によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成23年２月期 平成24年２月期 平成25年２月期 平成26年２月期 平成27年２月期

自己資本比率（％） 46.7 47.4 46.4 45.6 45.4

時価ベースの自己資本比率
（％）

23.4 21.3 26.5 28.7 29.0

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（年）

795.2 653.4 637.7 1,174.5 547.4

インタレスト・カバレッジ・レ
シオ（倍）

11.6 17.2 20.9 15.7 39.1

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております 

営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま 

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま 

す。また、利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 利益配分は、株主に対する利益還元を経営の重要政策のひとつとして位置づけ、配当原資確保のための収益力を

強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。

 このような方針に基づき、当期末におきましては1株あたり12円00銭の配当を予定しております。内部留保金に

つきましては、財務体質の強化と今後の事業拡大のために有効活用してまいります。

 次期におきましては、上記の基本方針を継続し、1株あたり12円00銭の配当を予定しております。また、当社で

は、配当金のほかに、株主への利益還元の一環として、株主優待制度を設けております。

 

 

（４）事業等のリスク

① 少子化の影響

 学習塾業界は出生率低下に伴う少子化によって、学齢人口の減少問題に直面しております。絶対数の減少は、入

学試験の平易化による通塾に対する動機の希薄化と、生徒数獲得のため企業間競争の激化をもたらしており、この

ような状況が続くと業績に影響を与える可能性があります。

 

② 調達金利

 当社は、自社物件が多いため、平成27年２月末現在の有利子負債総額は2,495百万円であります。このうち、

2,255百万円は変動金利であり、今後の金利情勢の変化によって、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 個人情報の管理

 当社は、学習指導や生徒募集のため、多くの生徒・保護者の個人情報を保有しています。管理には十分な注意を

はらっておりますが、何らかの要因で個人情報が漏洩した場合には、社会的信用が失墜して、業績に影響を与える

可能性があります。このリスクを軽減させるため保険契約を結んでおります。

 

④ 減損会計の適用について

 当事業年度において、一部の教室において地価の下落により土地・建物等について、3百万円の減損損失を計上

いたしましたが、今後、地価の下落及び少子化による同業他社との競合激化により、営業活動による損益が悪化す

る場合には、減損損失が発生する可能性があります。

 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

 該当事項はありません。
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２．企業集団の状況

 当社は、幼児、小学生、中学生、高校生の学習塾の企画、運営を行っております。

 事業の系統図は以下の通りであります。

 

 

 

 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 子どもの可能性は無限との考えから「我が子、我が事と思い、厳しく指導する」「学力、気力、体力を養成す

る」「責任をもって一人残らず第一志望校に合格させる」を指導理念としております。一人ひとりの子供たちを、

豊かな人間性を備え、優れた創造力・逞しき意志・柔軟な思考力と応用力をもった人間、の育成に努め、子供たち

が自己の持つ能力を最大限に発揮し、大きな目標に向かって挑戦するエネルギーを持って成長していくことを願っ

ております。

 

 

（２）目標とする経営指標

 当社の目標とする経営指標は、「総資産経常利益率」及び「自己資本当期純利益率」の向上であります。これを

長期的に引き上げていくことと、有利子負債の圧縮をすすめ財務体質の改善充実をはかり、株主の皆様に対する安

定的な利益還元を実現してまいります。

 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社は、将来の九州全域への事業展開を視野にいれ、福岡への進出に重心をおきながらも、引き続き地元鹿児島

の経営基盤の充実強化に努めてまいります。そのためには「ブランド力の強化」「人材の育成」「経営の効率化の

促進」等が欠かせません。中長期的なスタンスで徹底して生徒・保護者のニーズに応え、生徒・保護者の期待値以

上の成績向上の実現、付加価値の高い商品・サービスの提供、社員一人当たりの生産性の見直し等の実施により利

益率の向上と、変化の激しい経営環境に迅速に対応する企業風土の醸成に取り組み着実に成長を実現してまいりま

す。

 

 

（４）会社の対処すべき課題

 少子化という趨勢と激しく変化する厳しい経済環境下にあって、他社との差別化をはかるためにも、ブランド力

を強化し、資質の高い優秀な人材（講師）の確保・育成に努め、良質の教務サービスの提供を積極的に継続してま

いります。

 わが国の教育行政は、ゆとり教育からの大転換により教育制度、カリキュラムの変革が進行しております。

 当社といたしましては、このような変革へ対応しながら「民間教育機関」として、今一度当社の「指導理念」を

忠実に具現化し、生徒・保護者のニーズの実現に全力で取り組んでまいります。また、効率的な教室展開と人員体

制を推進するとともに、コスト構造の見直し改善を継続的に実施してまいります。

 

 

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

 

 

- 5 -

㈱昴（9778）平成27年2月期 決算短信〔日本基準〕(非連結)



４．財務諸表

（１）貸借対照表
 

    （単位：千円） 

  前事業年度 
(平成26年２月28日) 

当事業年度 
(平成27年２月28日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 206,760 257,968 

営業未収入金 3,202 5,904 

有価証券 3,545 12,439 

教材 61,792 57,870 

貯蔵品 2,582 2,144 

前払費用 32,468 27,403 

繰延税金資産 67,129 67,112 

その他 6,359 7,750 

貸倒引当金 △400 △550 

流動資産合計 383,441 438,044 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 5,246,011 ※１ 5,247,386 

減価償却累計額 △3,047,691 △3,124,260 

建物（純額） 2,198,319 2,123,125 

構築物 279,137 274,337 

減価償却累計額 △255,228 △254,059 

構築物（純額） 23,908 20,278 

工具、器具及び備品 381,774 389,537 

減価償却累計額 △320,938 △328,657 

工具、器具及び備品（純額） 60,835 60,880 

土地 ※１ 3,597,080 ※１ 3,593,630 

リース資産 33,137 27,599 

減価償却累計額 △21,466 △20,400 

リース資産（純額） 11,671 7,198 

有形固定資産合計 5,891,815 5,805,113 

無形固定資産    

借地権 664 664 

電話加入権 22,317 22,317 

ソフトウエア 2,205 1,683 

リース資産 16,842 15,794 

無形固定資産合計 42,030 40,460 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年２月28日) 
当事業年度 

(平成27年２月28日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 227,518 287,026 

出資金 11 11 

長期前払費用 6,250 14,693 

繰延税金資産 264,515 250,012 

投資不動産（純額） ※１,※２ 251,706 ※１,※２ 285,343 

保険積立金 7,873 7,962 

敷金及び保証金 182,285 147,378 

投資その他の資産合計 940,160 992,426 

固定資産合計 6,874,006 6,838,000 

資産合計 7,257,447 7,276,044 

負債の部    

流動負債    

買掛金 62,582 48,975 

短期借入金 ※１ 400,000 ※１ 740,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 620,408 ※１ 638,408 

リース債務 13,729 10,960 

資産除去債務 10,282 3,658 

未払金 111,128 85,629 

未払費用 54,416 66,716 

未払法人税等 94,777 127,611 

未払消費税等 11,576 105,909 

前受金 112,193 43,443 

預り金 20,722 33,994 

前受収益 1,176 2,004 

賞与引当金 82,070 80,665 

ポイント引当金 22,449 23,369 

その他 20,946 20,623 

流動負債合計 1,638,460 2,031,969 

固定負債    

長期借入金 ※１ 1,526,372 ※１ 1,117,296 

リース債務 14,283 11,532 

退職給付引当金 617,536 656,280 

株式給付引当金 － 12,124 

長期未払金 139,092 123,342 

長期預り敷金保証金 10,800 19,200 

その他 3,281 3,110 

固定負債合計 2,311,365 1,942,886 

負債合計 3,949,825 3,974,856 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年２月28日) 
当事業年度 

(平成27年２月28日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 990,750 990,750 

資本剰余金    

資本準備金 971,690 971,690 

資本剰余金合計 971,690 971,690 

利益剰余金    

利益準備金 107,802 107,802 

その他利益剰余金    

別途積立金 1,153,000 1,153,000 

繰越利益剰余金 452,088 544,369 

利益剰余金合計 1,712,891 1,805,172 

自己株式 △376,774 △512,715 

株主資本合計 3,298,556 3,254,896 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 9,065 46,291 

評価・換算差額等合計 9,065 46,291 

純資産合計 3,307,622 3,301,188 

負債純資産合計 7,257,447 7,276,044 
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（２）損益計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成27年２月28日) 

売上高 3,580,047 3,584,892 

売上原価 2,794,560 2,733,888 

売上総利益 785,486 851,003 

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 248,377 241,934 

役員報酬 61,560 71,760 

給料及び手当 82,033 81,144 

賞与 14,553 15,958 

貸倒引当金繰入額 150 550 

賞与引当金繰入額 6,420 7,193 

退職給付費用 3,367 3,611 

法定福利費 18,397 19,760 

福利厚生費 1,214 1,476 

保険料 2,818 2,222 

消耗品費 2,121 1,542 

租税公課 17,777 17,475 

減価償却費 10,745 10,811 

支払手数料 35,379 29,889 

その他 69,130 70,777 

販売費及び一般管理費合計 574,048 576,109 

営業利益 211,438 274,894 

営業外収益    

受取利息 640 489 

有価証券利息 5,272 9,676 

受取配当金 1,542 968 

受取家賃 10,187 12,785 

受取手数料 13,010 12,932 

その他 2,573 2,939 

営業外収益合計 33,227 39,791 

営業外費用    

支払利息 14,090 11,736 

その他 4,851 4,388 

営業外費用合計 18,942 16,125 

経常利益 225,723 298,560 

特別利益    

固定資産売却益 ※１ 354 － 

投資有価証券売却益 447 － 

特別利益合計 802 － 

特別損失    

固定資産除却損 ※２ 729 ※２ 1,283 

減損損失 ※３ 130,145 ※３ 3,593 

その他 1,750 － 

特別損失合計 132,624 4,876 

税引前当期純利益 93,900 293,683 

法人税、住民税及び事業税 97,784 131,944 

法人税等調整額 △12,802 △5,878 

法人税等合計 84,981 126,065 

当期純利益 8,918 167,618 
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【売上原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 人件費              

１ 給与手当   1,288,445     1,257,852    

２ 賞与   186,809     179,779    

３ 賞与引当金繰入額   75,649     73,471    

４ 退職給付費用   50,605     50,666    

５ その他   208,370 1,809,880 64.8 215,652 1,777,423 65.0

Ⅱ 教材費     139,223 5.0   134,159 4.9

Ⅲ 経費              

１ 水道光熱費   96,989     91,047    

２ 租税公課   64,887     64,174    

３ 消耗品費   63,437     58,921    

４ 減価償却費   134,696     131,262    

５ 地代家賃   198,290     180,734    

６ その他   287,154 845,456 30.2 296,166 822,306 30.1

売上原価     2,794,560 100.0   2,733,888 100.0

               

（注）

前事業年度
（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

 売上原価は、教室運営に関し直接発生した費用ならびに

教務推進部、模試教材担当、教務担当、教務事務担当、各

教室の清掃等を担当するSWIS運営室の費用を計上しており

ます。

 売上原価は、教室運営に関し直接発生した費用ならびに

教務推進部、模試教材担当、教務担当、教務事務担当、各

教室の清掃等を担当するSWIS運営室の費用を計上しており

ます。
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   別途積立金 繰越利益

剰余金 

当期首残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,653,000 18,512 1,779,315 △376,624 3,365,131 

当期変動額                   

剰余金の配当           △75,342 △75,342   △75,342 

別途積立金の取崩         △500,000 500,000 －   － 

当期純利益           8,918 8,918   8,918 

自己株式の取得               △150 △150 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計 － － － － △500,000 433,576 △66,423 △150 △66,574 

当期末残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,153,000 452,088 1,712,891 △376,774 3,298,556 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 5,411 5,411 3,370,542 

当期変動額       

剰余金の配当     △75,342 

別途積立金の取崩     － 

当期純利益     8,918 

自己株式の取得     △150 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

3,653 3,653 3,653 

当期変動額合計 3,653 3,653 △62,920 

当期末残高 9,065 9,065 3,307,622 
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当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

  

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   別途積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,153,000 452,088 1,712,891 △376,774 3,298,556 

当期変動額                   

剰余金の配当           △75,337 △75,337   △75,337 

別途積立金の取崩                   

当期純利益           167,618 167,618   167,618 

自己株式の取得               △135,940 △135,940 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計           92,280 92,280 △135,940 △43,659 

当期末残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,153,000 544,369 1,805,172 △512,715 3,254,896 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 9,065 9,065 3,307,622 

当期変動額       

剰余金の配当     △75,337 

別途積立金の取崩       

当期純利益     167,618 

自己株式の取得     △135,940 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 37,226 37,226 37,226 

当期変動額合計 37,226 37,226 △6,433 

当期末残高 46,291 46,291 3,301,188 
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（４）キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成27年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 93,900 293,683 

減価償却費 146,864 143,887 

減損損失 130,145 3,593 

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,553 △1,405 

ポイント引当金の増減額（△は減少） △1,167 920 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 23,907 38,744 

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 12,124 

受取利息及び受取配当金 △2,182 △1,457 

支払利息 14,090 11,736 

有価証券利息 △5,272 △9,676 

投資有価証券売却損益（△は益） △447 － 

固定資産売却損益（△は益） △354 － 

固定資産除却損 729 1,283 

売上債権の増減額（△は増加） 211 △2,701 

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,914 4,360 

仕入債務の増減額（△は減少） △7,959 △13,606 

未払金の増減額（△は減少） 1,314 966 

長期未払金の増減額（△は減少） － △15,750 

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,595 94,333 

前受金の増減額（△は減少） △2,316 △68,749 

その他 △2,383 64,596 

小計 370,015 556,883 

利息及び配当金の受取額 2,535 9,974 

利息の支払額 △13,851 △11,648 

法人税等の還付額 － 813 

法人税等の支払額 △141,851 △100,141 

営業活動によるキャッシュ・フロー 216,848 455,880 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △34,000 △30,000 

定期預金の払戻による収入 57,000 28,000 

有形固定資産の取得による支出 △63,814 △80,934 

有形固定資産の売却による収入 354 － 

投資有価証券の取得による支出 △158,890 △3,642 

投資有価証券の売却による収入 5,238 － 

投資不動産の取得による支出 － △34,904 

その他 △2,612 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △196,723 △121,481 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 340,000 

長期借入れによる収入 1,150,000 390,000 

長期借入金の返済による支出 △1,160,901 △781,076 

自己株式の取得による支出 △150 △135,940 

リース債務の返済による支出 △17,115 △15,675 

配当金の支払額 △75,828 △75,365 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,995 △278,056 

現金及び現金同等物に係る換算差額 105 1,760 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,234 58,103 

現金及び現金同等物の期首残高 168,071 184,305 

現金及び現金同等物の期末残高 184,305 242,408 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（重要な会計方針）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

教材

総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

 建物（建物附属設備を含む）は定額法、その他の有形固定資産については定率法

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物        13～49年

構築物        ３～30年

工具、器具及び備品 ２～15年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

長期前払費用：定額法

投資不動産 ：建物（建物附属設備を含む）は定額法、その他の投資不動産については定率法

４ 引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）ポイント引当金

 生徒に付与したポイントの将来の使用に備えるため、当事業年度末における将来使用見込額を計上してお

ります。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

 なお、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

(5）株式給付引当金

 株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込

額に基づき計上しております。
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５ 売上高の計上基準

 月謝収入及び季節講習収入は、受講期間に対応して計上し、入会金収入は入会時の属する事業年度の収益と

して計上しております。

 また、教材収入は教材提供該当月に計上しております。

６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

 

（未適用の会計基準等）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日）

①概要

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の見直し

②適用予定日

平成27年３月１日以後開始する事業年度の期首から適用予定

③当会計基準等の適用による影響

財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

 

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当社は、平成26年７月16日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高

め、従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信

託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」（以下、「本制度」という。）を平成26年９月１日より導入しております。

(1) 取引の概要 

本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給付する

仕組みであります。当社は従業員に対し、役職等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得を

したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め当

社が信託設定した金銭により信託銀行が将来給付分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとしており

ます。（以下、「本信託」という。）

(2) 会計処理 

本信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号 平成25年12月25日）を早期適用し、当社と本信託は一体であるとする総額法に

よる会計処理を行っております。

また、本信託が所有する当社株式は、貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しております。な

お、当事業年度末において、本信託が所有する当社株式の帳簿価額は135,720千円、株式数は360,000株でありま

す。 
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（貸借対照表関係）

※１ 担保提供資産

 債務の担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

建物 1,332,124千円 1,282,661千円

土地 2,386,622 2,386,622

投資不動産 251,444 250,722

合計 3,970,191 3,920,006

 

 上記に対応する債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

短期借入金 400,000千円 640,000千円

１年内返済予定の長期借入金 530,408 528,404

長期借入金 1,201,372 798,970

合計 2,131,780 1,967,374

 

※２ 投資不動産の減価償却累計額

前事業年度 
（平成26年２月28日） 

当事業年度 
（平成27年２月28日） 

14,723千円 15,990千円 

 

 

 

（損益計算書関係）

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

指宿校一部収用の売却益 354千円   －千円

合計 354   －

 

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

建物 0千円   701千円

構築物 0   95

工具、器具及び備品 1   75

撤去費用 728   410

合計 729   1,283
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※３ 減損損失

 以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

地域 建物等 土地 合計（千円）

鹿児島市内地区 32,715 96,973 129,688

熊本地区 457 － 457

合計 33,172 96,973 130,145

 当社は、キャッシュ・フローを生みだす最小単位である教室を基本単位として、また遊休資産等につ

いては物件単位毎にグルーピングしております。

 地価の下落及び営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである教室及び遊休資産等について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（130,145千円）として特別損失に計上いた

しました。

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却

価額については不動産鑑定士による鑑定評価額等により評価し、使用価値については将来キャッシュ・

フローを2.5％で割り引いて計算しております。

 

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日） 

地域 建物等 土地 合計（千円）

宮崎地区 143 － 143

熊本地区 － 3,450 3,450

合計 143 3,450 3,593

 当社は、キャッシュ・フローを生みだす最小単位である教室を基本単位として、また遊休資産等につ

いては物件単位毎にグルーピングしております。

 地価の下落及び営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである教室及び遊休資産等について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,593千円）として特別損失に計上いたし

ました。

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却

価額については不動産鑑定士による鑑定評価額等により評価し、使用価値については将来キャッシュ・

フローを2.5％で割り引いて計算しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,935,761 － － 6,935,761

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 657,184 431 － 657,615

 

（変動事由の概要）

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 431株

 

３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月23日

定時株主総会
普通株式 75,342 12 平成25年２月28日 平成25年５月24日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 75,337 12 平成26年２月28日 平成26年５月28日
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当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,935,761 － － 6,935,761

 

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 657,615 360,652 － 1,018,267

 

（変動事由の概要）

（注）1 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

ESOP信託口による当社株式の取得  360,000株 

単元未満株式の買取請求による増加   652株

2 自己株式の株式数にはESOP信託口が保有する当社株式（当事業年度末360,000株）が含まれておりま

す。 

 

３ 配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月27日

定時株主総会
普通株式 75,337 12 平成26年２月28日 平成26年５月28日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 75,329 12 平成27年２月28日 平成27年５月28日

（注）平成27年5月27日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託口が保有する当社の株式に対する配当

金4,320千円が含まれております。 

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

現金及び預金勘定 206,760千円 257,968千円

ＭＭＦ（有価証券） 3,545 12,439

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △26,000 △28,000

現金及び現金同等物 184,305 242,408
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

（ア）有形固定資産

 主として、教材に係る印刷機（工具、器具及び備品）であります。

（イ）無形固定資産

 主として、販売管理システム（ソフトウェア）であります。

② リース資産の減価償却の方法

 重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方法リース資産」に記載のとおりであります。

 

支払リース料及び減価償却費相当額 

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

支払リース料 541 －

減価償却費相当額 541 －

 

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入によ

り調達しております。なお、デリバティブは、現在行っておらず、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

 営業債権である営業未収入金は、ほとんどが個人宛のものであり、入金期日についても概ね１ヶ月以内

に回収されるものであるため、顧客の信用リスクについては限定的であります。また当該リスクに関しま

しては、当社の社内規程に則り、顧客ごとに期日管理及び残高管理を行っております。

 有価証券及び投資有価証券は、主に株式、ＭＭＦ、債券及び投資信託であり、市場価格の変動リスクに

晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し保有状況を継続的に見直しておりま

す。

 敷金及び保証金は、主に事業所建物の賃貸借契約によるものであります。その差入先に対する信用リス

クについては、賃貸借契約締結前に信用状況を調査・把握する体制としております。

 営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどの支払期日が１ヶ月以内であります。借入金のう

ち、短期借入金は主に営業取引に係る資本調達を目的としたものであります。長期借入金は主に設備投資

に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年以内であります。未払法人税等

の支払期日は１年以内であります。これらの営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性リス

クに晒されますが、毎月の資金繰計画を見直すなどの方法により、リスクを回避しております。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成26年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 206,760 206,760 －

(2）営業未収入金 3,202    

貸倒引当金(※1) △240    

  2,961 2,961 －

(3）有価証券 3,545 3,545 －

(4）投資有価証券 227,518 227,518 －

(5）敷金及び保証金 50,500 50,821 321

資産計 491,286 491,607 321

(1）買掛金 62,582 62,582 －

(2）短期借入金 400,000 400,000 －

(3）未払金 111,128 111,128 －

(4）未払法人税等 94,777 94,777 －

(5）未払消費税等 11,576 11,576 －

(6）長期借入金(※2) 2,146,780 2,147,393 613

負債計 2,826,843 2,827,457 613

(※1)営業未収入金に係る貸倒引当金を控除しております。

(※2)１年内返済予定の長期借入金620,408千円を含めて記載しております。
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当事業年度（平成27年２月28日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 257,968 257,968 －

(2）営業未収入金 5,904    

貸倒引当金(※1) △438    

  5,466 5,466 －

(3）有価証券 12,439 12,439 －

(4）投資有価証券 287,026 287,026 －

(5）敷金及び保証金 38,587 38,846 258

資産計 601,488 601,746 258

(1）買掛金 48,975 48,975 －

(2）短期借入金 740,000 740,000 －

(3）未払金 85,629 85,629 －

(4）未払法人税等 127,611 127,611 －

(5）未払消費税等 105,909 105,909 －

(6）長期借入金(※2) 1,755,704 1,756,059 355

負債計 2,863,829 2,864,184 355

(※1)営業未収入金に係る貸倒引当金を控除しております。

(※2)１年内返済予定の長期借入金638,408千円を含めて記載しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項

資 産 

(1）現金及び預金、(2）営業未収入金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）有価証券、(4）投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格等

によっております。また、ＭＭＦについては、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ

等しいといえることから、当該帳簿価額によっております。

(5）敷金及び保証金

 敷金及び保証金（返還時期が確定しているもの）の時価については、残存期間及び国債の利回りで割り引

いた現在価値により算定しております。

負 債 

(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等、(5）未払消費税等

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(6）長期借入金

 長期借入金の時価については、固定金利による借入金は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による借入金は、短期間で

市場金利を反映し、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

敷金及び保証金（返還時期が確定して

いるものを除く）（※１）
131,785 108,791

長期未払金（※２） 139,092 123,342

（※１）敷金及び保証金（返還時期が確定しているものを除く）については、残存期間を特定できず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「資産(5）敷金及び保証金」に含めておりません。

（※２）長期未払金については、支払時期が未定であり、時価を把握することが極めて困難と認められるため、本表に

は含めておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 206,760 － － －

営業未収入金 3,202 － － －

敷金及び保証金 26,912 23,587 － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期がある

もの
－ － 156,180 －

合計 236,875 23,587 156,180 －

（注）敷金及び保証金（返還時期が確定しているものを除く）については、残存期間を合理的に見込むことが出来ない

ため本表には含めておりません。

 

当事業年度（平成27年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 257,968 － － －

営業未収入金 5,904 － － －

敷金及び保証金 22,732 15,855 － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期がある

もの
－ － 185,002 －

合計 286,605 15,855 185,002 －

（注）敷金及び保証金（返還時期が確定しているものを除く）については、残存期間を合理的に見込むことが出来ない

ため本表には含めておりません。
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４．短期借入金及び長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成26年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 400,000 － － － － －

長期借入金 620,408 590,408 502,564 321,900 111,500 －

合計 1,020,408 590,408 502,564 321,900 111,500 －

 

当事業年度（平成27年２月28日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 740,000 － － － － －

長期借入金 638,408 550,564 369,900 174,500 22,332 －

合計 1,378,408 550,564 369,900 174,500 22,332 －

 

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年２月28日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 58,799 51,404 7,395

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 156,180 153,596 2,584

③ その他 － － －

(3）その他 16,083 12,030 4,052

小計 231,063 217,030 14,033

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 231,063 217,030 14,033
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当事業年度（平成27年２月28日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 87,059 55,005 32,054

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 185,002 153,596 31,406

③ その他 － － －

(3）その他 27,404 19,206 8,198

小計 299,465 227,807 71,658

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 299,465 227,807 71,658

 

 

２．減損処理を行った有価証券

 該当事項はありません。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務（千円） △607,094  

(2）年金資産（千円） －  

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（千円） △607,094  

(4）未認識数理計算上の差異（千円） △10,442  

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） －  

(6）貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（千円) △617,536  

(7）前払年金費用（千円） －  

(8）退職給付引当金(6）－(7）（千円） △617,536  

（注） 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用（千円） 53,972

(1）勤務費用（千円） 50,523

(2）利息費用（千円） 7,548

(3）期待運用収益（減算）（千円） －

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） △4,098

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

 

(2）割引率

1.3％

 

 

(3）数理計算上の差異の処理年数

 ５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌事業年度より費用

処理することとしております。）
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当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高（千円） 607,094

勤務費用（千円） 50,167

利息費用（千円） 7,892

数理計算上の差異の発生額（千円） △3,381

退職給付の支払額（千円） △15,534

退職給付債務の期末残高（千円） 646,237

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 646,237

未積立退職給付債務（千円） 646,237

未認識数理計算上の差異（千円） 10,042

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 656,280

退職給付引当金（千円） 656,280

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 656,280

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用（千円） 50,167

利息費用（千円） 7,892

数理計算上の差異の費用処理額（千円） △3,781

確定給付制度に係る退職給付費用（千円） 54,278

 

(4）数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率   1.3％
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
 

当事業年度
（平成27年２月28日）

繰延税金資産（流動）     

未払事業税 7,913千円  10,068千円

未払事業所税 7,209   7,066

賞与引当金 31,022   30,491

ポイント引当金 8,485   8,833

その他 12,534   11,312

  67,167   67,772

繰延税金資産（固定）     

退職給付引当金 220,039   232,323

株式給付引当金 －   4,292

減損損失 623,260   608,467

長期未払金 49,238   43,663

その他 845   958

  893,383   889,705

繰延税金資産小計 960,550   957,478

評価性引当額 △623,937   △614,986

繰延税金資産の合計 336,612   342,491

繰延税金負債（流動）     

その他有価証券評価差額金 △37   △660

繰延税金負債（固定）     

その他有価証券評価差額金 △4,930   △24,706

繰延税金負債合計 △4,967   △25,367

繰延税金資産の純額 331,645   317,124

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年２月28日）
 

当事業年度
（平成27年２月28日）

法定実効税率 37.8％   37.8％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0   0.6

住民税のうち均等割負担 18.6   6.5

評価性引当額の増減 30.8   △3.0

その他 1.3   1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 90.5   42.9

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課せられないことになりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する事業年度に解

消が見込まれる一時差異については従来の37.8％から35.4％となります。

 この税率変更による影響は軽微であります。
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４．決算日後に法人税等の税率の変更があった場合のその内容及び影響額

 「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月

1日以後に開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。 

 これに伴い、平成28年3月1日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰

延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は35.4%から32.8%に変更されます。また、平成29年3

月1日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金

負債を計算する法定実効税率は35.4%から32.1%に変更されます。 

 この変更により、当事業年度末の一時差異等を基礎として繰延税金資産及び繰延税金負債を再計算した場

合、固定資産の繰延税金資産が20,994千円減少し、その他有価証券評価差額金が2,364千円増加し、法人税

等調整額(借方)が23,358千円増加いたします。 

 

 

（資産除去債務関係）

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

 移転等による退去時期が明確となったため、合理的な見積りが可能となった教室等の不動産賃貸借契約

等に伴う原状回復義務であります。

 

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

 当該債務に関連する資産の使用見込期間の大半は１年未満であります。なお、割引計算による金額の重

要性が乏しいことから、割引前の見積り額を計上しております。

 

（3）当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

期首残高 4,744千円 10,282千円

見積りの変更に伴う増加額（注） 10,282 5,291

資産除去債務の履行による減少額 △4,744 △11,916

期末残高 10,282 3,658

（注）移転等の決定により、退去時期が明確となったため合理的な見積りが可能となった教室等の原状

回復に係る債務であります。

 

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

 当社は、一部の教室の建物に係る賃借契約及び一部の教室の土地に係る定期借地権契約に基づき、退去

時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でな

く、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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（賃貸等不動産関係）

 当社では、鹿児島県及び熊本県において、賃貸用店舗（土地を含む）及び遊休不動産を有しております。前事

業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,723千円（賃貸収益は営業外収益、賃貸費用は営業外費

用に計上）であります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は8,618千円（賃貸収益は営業

外収益、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

 また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

貸借対照表計上額    

  期首残高 323,358 321,936

  期中増減額 △1,422 33,090

  期末残高 321,936 355,026

期末時価 225,296 258,402

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の減少額は減価償却費1,422千円によるものであります。当事業年度の増加

額は建物等の取得34,904千円であり、減少額は減価償却費1,813千円によるものであります。

３．時価の算定方法

主として固定資産税評価額を基準に自社で算定しております。

 

 

（持分法損益等）

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

【関連情報】 

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社は、教育関連のサービスの提供及び付帯する業務を行っており、単一のサービスの区分の外部顧客へ

の売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客の売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

 損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客へ売上高がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

 当社は、教育関連のサービスの提供及び付帯する業務を行っており、単一のサービスの区分の外部顧客へ

の売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客の売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

 損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客へ売上高がないため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 当事業年度において、固定資産の減損損失130,145千円を計上しておりますが、当社は、教育関連事業の単

一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 当事業年度において、固定資産の減損損失130,145千円を計上しておりますが、当社は、教育関連事業の単

一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。

 

 

（関連当事者情報）

前事業年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

１株当たり純資産額 (円） 526.85 557.87

１株当たり当期純利益 (円） 1.42 27.62

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益

(円） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注） 算定上の基礎

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（平成26年２月28日）
当事業年度

（平成27年２月28日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 3,307,622 3,301,188

普通株式に係る純資産額（千円） 3,307,622 3,301,188

普通株式の発行済株式数（千株） 6,935 6,935

普通株式の自己株式数（千株） 657 1,018

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（千株）
6,278 5,917

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当事業年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

当期純利益（千円） 8,918 167,618

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 8,918 167,618

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,278 6,067

３ 当事業年度の１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算

定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、資産管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）が所有して

いる当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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５．部門別売上高明細表

（単位：千円、単位未満切捨）

事業部門別

前事業年度 当事業年度

比較増減   （自 平成25年3月1日

    至 平成26年2月28日）

   （自 平成26年3月1日

    至 平成27年2月28日）

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 金 額

    ％   ％  

幼児・小学部 920,963 25.7 941,994 26.3 21,031

中 学 部 2,107,346 58.9 2,076,688 57.9 △30,658

高 等 部 111,897 3.1 127,585 3.6 15,687

個別指導部 309,764 8.7 304,546 8.5 △5,217

そ の 他 130,075 3.6 134,077 3.7 4,002

合   計 3,580,047 100.0 3,584,892 100.0 4,845

（注）1.その他は、合宿収入等であります。

2.上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 

６．その他

（１）役員の異動

① 代表取締役の異動

該当事項はありません。

② その他役員の異動（平成27年5月27日付予定）

1. 新任取締役候補

社外取締役（非常勤） 末永 隆 （現 株式会社鹿児島経済研究所 常務取締役）

2. 辞任予定取締役

常務取締役管理部長  佐多 直大（当社常勤監査役就任予定）

3. 新任監査役候補

常勤監査役      佐多 直大（現 常務取締役管理部長）

4. 退任予定監査役

常勤監査役      新納 正博

 

 

（２）その他

該当事項はありません。
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